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○東京都多摩市 
 
地･産･学･官の連携で「2050 年の大人づくり」 
多摩市教育委員会 教育長 清水哲也 
１ ハローキティにあえる街 多摩センター 
多摩市は、東京都心から電車で約 30 分。多摩ニュータウンで全
国的にも有名な、豊かな緑あふれる街。「ハローキティにあえる街」
として、多摩センター駅前にはサンリオピューロランド、また、教
育業界大手のベネッセコーポレーション東京本社もある。多摩市
は、人口約 148,000 人、多摩ニュータウン開発より 40 年以上が経
ち、住民の高齢化と団地の老朽化等、様々な課題も抱えている。現
在、市民が身体面の健康だけでなく、それぞれに生きがいを感じ、
安全･安心に暮らすことができ、子育て中であっても、障害があっ
ても、子どもから高齢者まで誰もが幸せを実感できるように、健幸
都市（スマートウェルネスシティ）多摩を目指し、健康施策を推進
している。  
 
２ 多摩市の魅力 
•都心へのアクセスがよく、緑が多くて休日には広々とした公園を散策。 
•自然も豊かで、歴史的な古街道はウォーキングにも最適。 
•歩車分離の道路が整備されている。運転しても歩いても、安心・安全。 
•市民の皆さんの活動が盛ん！やりたいことがきっと見つかる街。 
 
３ ESD（持続発展教育）とユネスコスクール 
多摩市では、多摩市の子どもたちを、将来大人になるまでに身近にある
環境や社会的な課題について多面的に考え、解決を図っていくことができる人材や、地域の文化
を理解し、未来に継承発展させていくことができる人材として育成することが重要であるとと
らえている。そして、平成 21 年から ESD（Education for Sustainable 
Development）を重点事業として推進してきた。現在、市内の全小・中学
校 26 校が、ESDの推進拠点であるユネスコスクールに加盟し、各学校の
特色や地域性を活かした ESD を実践している。多摩市教育委員会では、
「持続可能な開発のための教育 10 年推進会議（ESD-J）」との連携によ
る教員対象の研修会の開催・市民講座の開催、公益財団法人「ユネスコ・
アジア文化センター(ACCU)」との連携による海外教員派遣交流（アメリ
カ･中国･韓国）、「玉川大学」との連携によるユネスコパートナーシップ
事業、多摩市民活動団体｢楽農倶楽部｣との連携によるグリーンカーテン
プロジェクトの推進等の取り組みを通して、多摩市の子どもたちが持続
可能な社会の担い手として、将来活躍できることを目指してきた。今後
は、持続可能な開発目標である SDGsとの関連を図っていきたい。 
  
©'76,'18 SANRIO 
 APPROVAL No.P1008303 
 21 
４ ESD 推進のキャッチフレーズが｢2050年の大人づくり｣ 
子どもたちが社会の中心として活躍する 30年後は、世界的なエネルギーの枯渇や人口のアン
バランス、気候変動や AI（人工知能）の台頭などに拍車がかかり、地球環境や人類にとっての
課題がグローバルに複雑化し、解決が極めて困難な「葛藤と選択の時代」になっているとの予測
がある。多摩市では、ESD（持続発展教育）を全ての学校で推進し、「2050年の大人づくり」をキ
ャッチフレーズに今できる最大の努力を教育に傾けてきた。 
   
５ GO-YA  action  TAMA  
 ESDを展開して 2年目に発生した東日本大震災と原子力発電所の爆発
事故は、「持続可能な発展」をこれまで以上に大切な課題として取り上
げるきっかけとなった。以前から多摩市の学校では、環境教育の視点か
ら夏に GO-YA を植えて日よけにする試みをはじめていたが、震災後は
「GO-YA action TAMA」をキャッチフレーズに、ちょっとした行動の積
み重ねから持続可能な発展が実現できるよう、各学校でさまざまな取り
組みが展開された。市民に節電を呼びかけるポスターの作成も中学校の
取り組みの一つである。また、ユネスコスクールとして交流を深めていた被災地である宮城県気
仙沼市の学校への支援活動や熊本地震復興支援も子どもたちを中心に行われた。こうした実践
から「中学生も地域防災の担い手だ」という新たな防災教育が展開され、市の総合防災訓練にも
学校単位で中学生が参加して訓練を重ねている。 
 
６ ESD コンソーシアム構想  
ESD の推進拠点であるユネスコスクールは、「環境、国際理解、エネルギー、防災、平和、福
祉、人権等の社会の様々なテーマ」に丁寧に向き合っていく必要がある。そこで大切になるのが、
人や社会との関わりである。多摩市では、「地（地域）・産（企業）・学（大学）・官（行政機関）」
との連携をユネスコスクール推進の柱とし、コンソーシアム(連合体)的な発想を大切にしてい
る。ESDは「持続可能な社会の担い手づくり」であることから、子どもの成長を支える大人たち
のかかわりが不可欠であり、「地・産・学・官」との連携の中で子どもたちを育てていこうとす
る流れが自然に生まれてきた。ESDコンソーシアムは毎年実施している ESD の実践発表の場「子
どもみらい会議」の企画にもつながっている。また、こうした取り組みが、地域のお年寄りや NPO
が学校に入るきっかけになったり、CSR（企業の社会的責任）
提供の場となったり、大学と教育委員会が協働で研究を進め
るきっかけになったり、ACCU 等との連携により、海外との交
流が盛んになったりと、効果が相乗的に現れている。ESD コン
ソーシアムを立ち上げ、様々な方々や機関から多くの人的・物
的な支援が得られるようになったことで、ESDの予算が最小限
に抑えられ、ESD施策への財政当局の評価も高い。 
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７ 求められる教育の情報化と英語教育 
 ESDの推進拠点である 26校のユネスコスクールには、課題
解決のための情報の収集･編集･発信を行うツールとして、タ
ブレット端末（iPad）とテレビ会議システムを導入した。ま
た、海外のユネスコスクールとの交流やグローバル化する世
界の動向を踏まえて、子どもたちに話す力を中心とした英語
力を育成するために、オンライン英会話、G-TEC 検定、英会
話教室の校内導入を行い、『日本一英語の話せる児童・生徒の
育成』を目指している。 
 
  
